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Service経済化分析序説（II）
実態と理論の相互関係
武 村
?
介
序
実態をめぐる問題提起
実態をめぐる一層の展開
? ?
1　物をつくる部門とサービスをつくる部門との
　相互依存
H　名目と実質の相剋
皿　仮説「サービスはつねに不足状態にある』
　　　　　　　　　　　　　　（以上前号）
W　Iで提起した問題に関するより一曲の展開
V　田で提起した問題に関するより一層の展開
VI牽引力としての情報化と地域
　一地域のサービス経済化に何を求めるか一
　　　　　　　　　　　　　　（以上本号）
実態をめぐる一層の展開
　　IV　Iで提起した問題に関するより一層の展開
　工においては，物をつくる部門とサービスをつくる部門とが相互依存の関
係にあることを，一つの単純なモデルを介してみてみた。そこから，ある新
しい数量関係が見出せることもわかった。しかし，その経済的な意味づけを
実態証拠に則して究明することについては残されたままであった。我々が1
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の終わりの所で見出した数量関係とは，
　　　　　　　　　　　　　q＞　ic＞1－q　（5）
であったことを想起しよう。この関係は，サービスをつくる部門が最大限の
所得（ものをつくる部門からの純流入分を含む）を生みだすと考えられる場
合の，理屈の上での関係式であることに注意しておかねばならない。例えば，
　　　　　　　　　q　＝＝　O．8，　ic　＝　O．5，　1－q　＝　O．2
といった数値例を考えてみると，この（5）式の関係があてはまることが確
かめられ，さらに，比率が
　　　　　　　　　　　f　一＝　1．6，　一i：．lli一　一2．s
となるときに，ypのYkに対する効果が最大限の大きさになることを確かめ
ることができるという訳である。そして，その二つの効果を通してのみ，Yk
はyおの例えば丁度4倍（1．6×2．5）の大きさに最大限なりうるというものと
解釈できよう。
　さて，この二つの効果は，実態的にはどうなのであろうか。はた又，これ
は果して実態に則して検証してみる価値のある重要な関係なのであろうか。
いずれにしても，資料を使って調べてみる以外にはないであろうが，研究者
は，これらの疑問に逐一答えうるものでなければなるまい。
　実態の資料の調査に入るまえに，（3）式に含まれる係数g／1－qがどう
いつだ数理的な性質をもっているかを吟味しておくのがよいと思われる。そ
こで，係数について次のように書こう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　q　　　　　 p（q）　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　1－q
この関係は，比較的ポピュラーなものである。簡単な変形操作をほどこすこ
とによって，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　p（q）　＝一　1　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　q－1
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をうる。これは，直線q＝1，p＝一1を漸近線とする，図のような曲線と
なる。
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経済学的に意味をもつのは，実線のグラフのみである。問題になっている関
係からいえば，qの値を0＜q＜1の範囲の中のどこかに制約してやると，
pの範囲も決まってくる。qの範囲の．ヒ限のみを制約するのでもよい。
　我々の議論からいうと，pの範囲の決まるルートは，　qそのものの変化を
通してでなく，実際には，q／hとk／1－qとの二つの効果を通してのそれであ
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る，といっているのである。以降の吟昧も，こうした背景のメカニズムを踏
まえてのことで’ある。
　表rv一　1を議論の出発点としよう。実際に，　qがどの位の値をとり，上限
いくらをとりうるかの見当をつけるために，とり出した表である。σは所得
のうち，サービスの消費に向けられるウェイトを示すから，実際にえられる
データとしては，雇用者所得のうちの賃金・俸給に対する家計最終消費支出
（サービス支出にかかわる）のウェイトを時系列でとってみるのが一方であ
る。ウェイトの推移は，当該9年間でみる限り，1年毎に平均1～2ポイン
ト，9年間で12ポイントも上昇していることがわかる。恐らくは，このまま
続いても，このウェイトは，今世紀中で70％の近くまでが上限であろう。70％
をゆうに越えることはまずないであろう。最もそれを確かめるスベはないが，
筆者は，“サービス”と“もの”とが7：3で上限となりうるだろうというこ
表IV－1雇用者所得の中の賃金・俸給に占める家計最終
消費支出（サービス支出）のウェイトについて （10億円）
雇用者所得の中の
ﾀ金・俸給　（A）
家計最終消費支出
ﾌうちサービス支出　（B） B／Aウェイト（％）
昭49 65，826 32，310 49．ユ
50 74，479 37β11 50．8
51 83527　， 43，032 51．5
52 92，321 49589　， 53．7
53 98540　， 56，689 57．5
54 ！06570　　， 62，449 58．6
55 115，527 67785　， 58．7
56 122，839 72，924 59．4
57 130，305 79，677 61．1
（出所）　『国民経済計算年報』昭和58年及59年版。
（注）実数はfiscal　yearについてのものである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
とはまず間違いはないのではないかと思っている。
　さて，次に実際のhの値を特定化してみよう。klまU／Y5であるから，　U
とYbを別々に特定化することによってえられる。　UとYbの特定化にあたっ
ては，既存のデータをそのままとり出して使うわけにはいかない。何らかの
工夫，加工をして数字をとり出さなければならない訳である。そこが大変む
ずかしいと思われる。あえて冒険をして，次のような段どりで計算を試みて
みた。5年間隔で昭45年から昭55年までの10年間をとり，その間の変化を課
題にした指標でとらえてみる。
　まず，TとSを特定化する。　Tはサービスをつくる部門から物をつくる部
門への，所得の流出量であり，Sは物をつくる部門からサービスをつくる部
門への，所得の流出量である。昭和50年産業連関表（13部門表）より，昭
45年について，まず次のものを求めてみる。サービスをつくる部門が売部門
で，物をつくる部門が買部門となる中間需要の大きさは96，755（単位：億
円）である。同じく，物をつくる部門が売部門で，サービスをつくる部門が買部
門となる中間需要の大きさは67，575（単位：同，以下同じ）である。よって，前
者の項目の超過分は，29，180（＝96，755－67，575）である。しかし，これは中
間需要の大きさに関するものであって，所得に関するもの（Uに相当する大
（ユ）昭和49年以前（昭45～48）についての当該数字は次表のとおりであった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10億円）
雇用者所得の中の
ﾀ金，俸給　（A）
家計最終消費支出
ﾌうちサービス支出　（B） B／Aウェイト（％）
昭45 29，840 16，611 55．7
46 34804　， ユ9169　， 55．1
47 40，810 22776　， 55．8
48 51411　， 26，749 52．0
昭45～47においては，ウェイトは55％をゆうにこえていたのである。昭48，49と続
けて低落し，昭49を底にして，その後は上昇経路を辿っていった様子がよくわかる。
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きさ）ではない。そこで，この超過分に相当する大きさ（生産額換算のでき
る大きさでもある）のものが，どれだけの所得（最終需要換算できるもの）
を生みだすかの乗数を知りえたらよいわけである。それを，当該産業連関表
　　　　　　　　　　　　　　　（2）
の逆行列表から読みとってみる。ただし，物をつくる部門の代表に，製造品
部門をとり，サービスをつくる部門の代表に，商業・金融・保険・不動産部
門をとることにした。逆行列係数としては，次のエントリーを利用してみる。
03製造品
06商業・金融・保険・不動産 0．127508
逆行列係数は，いわば最終需要が与えられたときの，生産額への波及効果を
知る乗数の意味をもつ。係数は四捨五入で小数点第2位までとることとする。
したがって，
　　　　　　　　　　　29，180　XO．！3－i　＝　224，462　（6）
この（6）の値をUの値と読みかえる。
　次に，ypを特定化する。まずYp（生産額ベース）は，物をつくる部門の生
産額とみられるから，その大きさは，当該産業連関表から1，071，377である。
よって，Y5（生産額ベース）はYp（生産額ベース）からU（中間需要ベース）
の大きさを差し引いたものとみれば，Y萎は1，042，197（＝1，07！，377－29，180）
となる。しかし，この大きさは生産額ベースであるので，所得の大きさに換
算しなければならない。そこで，次のような手続をしておく。物をつくる部
（2＞　『昭和50年産業連関表』（総合解説編），行管庁，昭54年1月，pp．10－11。『昭35－
　40－45年接続産業連関表』（総合解説編），行管庁等編，昭50年2月，p．10およびp．16。
　ともに，生産者価格評価表（13部門，名目）を参照した。なお，物をつくる部門は全
　部で5部門（01　農林水産品，02　鉱産品，03　製造品，04　建設，05　電気・ガス・
　水道〉とした。サービスをつくる部門は全部で5部門（06商業・金融・保険・不動
　産，07不動産賃貸料，08運輸・通信，09公務，10サービス）とした。なお，
　逆行列係数表は，13部門，II一（1－M＞Ai’iの係数を参照した。以下，昭50年，55年に
　ついても同じであることを断っておく。
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門の国内生産額と同部門の純生産（要素費用表示の所得）との比率を昭45
年連関表から読みとってみる。前者は，1，071，377であり，後者は，248，462
である。よって，その相対比は百分率で23．20／e（＝248，462÷1，071，377）で
あることを知る。さきのyp（生産額ベース）に，この比率を乗ずる。その結
果は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　23．2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝＝　241，790　（7）　　　　　1，042，197×　　　　　　　　　　　　　　　　　100
この（7）の値をYF（所得ベース）の値と読みかえる。
　icはUとypとの相対比であるから，昭和45年について，同年産業連関表か
らの一連の計算により，
　　　　　　　　　　　　　　　224，462　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝＝　O．928　　 ん＝　　　　　　　　　　　　　　　241，790
となる。この値をんの大きさと読みかえる。このhとさきのσおよび1－qと
比較する。昭45年について，この当該3つの数値は，
　　　　　　　　　q＝O．557，　k＝O．928，　1－q＝O．443
である。
　さて，昭50年についても，昭50年の産業連関表（13部門表）を使って，同
じ手続で，q，　hを計算することができる。そうして得られた3つの値の結
　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
果のみを示すと，次の通りであった。
　　　　　　　　　q　＝　O．　508，　ls　＝　O．492，　1－q　＝　O．　492
（3）昭和50年についての同様な計算手続の中味を紹介しておく。228，129（単位：億円）
　（＝サービスをつくる部門が売部門で，物をつくる部門が買部門となる中間需要），
　192，126（＝物をつくる部門が売部門で，サービスをつくる部門が買部門となる中間
　需要）である。よって，超過分は，36，003（＝228，129－192，126）である。所得換算
　のために使った，逆行列係数は，
03製造工業品
06商業・金融・保険・不動産 0．142378
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　昭55年についても，同様な計算によって得られた数値は次の通りであっ
た。なお・，昭55年については，13部門表が未公表のため，43部門表から集約
計算をせざるを得なかった。また，逆行列係数は，昭45年および50年の当該
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
係数の経緯：から推定せざるをえなかった。その結果のみを示せば，次の通り
である。
　　　　　　　　　q＝O．587，　ic　＝＝　O．650，　1－q＝　O．413
以上，昭45，50および55年についての，3つの数値をまとめて掲げれば次の
通りとなる。これらの数値は，ある特定の換算の手続きを施した，あくまで
? ?
9
?
1一σ
??
1－9 1一σ
昭45年 0，5570，9280，443 0．6 2．3 1．3
昭50年 0，5080，4920，492 1．0 1．0 1．0
昭55年 0，5870，6500，413 0．9 1．6 1．4
　である。概数として，0．14をとる。よって，
　　　　　　　　　　　　　36，003×0．14－1＝257，164
　これを，Uの値と読む。次に，　ypを出す。　Y，（生産額ベース）は1，985，184であるか
　ら，yP（生産額ベース）は1，949，181である。所得換算のためのウェイトは，26．8％
　　（篇531，569〔物をつくる部門の要素費用純生産〕÷1，985，184〔物をつくる部門の国
　内生産額〕）である。したがって，yp（所得ベース）は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　26．8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　522，381　　　 　　！，949，181　×　　　　　　　　　　　　　　　　　　100
　となる。以上より，
　　　　　　　　　　　　　　　　257，164　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　O．492　　　　　　 k ＝＝　　　　　　　　　　　　　　　　522．381　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　である。『昭和50年産業連関表』（総合解説編）前出，pp．8－9およびp．16を参
　照した。
（4）昭50年にならい，昭55年の計算手続について言及しておきたい。昭和55年の13部門
　表が使えないため，43部門表から13部門の集約計算をして算出せざるをえなかった。
　物をつくる部門は，部門No．1の農…林水産から37のガス・水道までとる。サービスを
　つくる部門は，部門No．38の商業から42の運輸までに加えて，43部門表には記載のな
　い，不動産賃貸料と通信（ともに13部門には記載される）についての数字（61部門表
　から別計算）を加えて算出した。462，452（単位：億円）（ニサービスをつくる部門が
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代理的数値と考えておいた方がよいだろう。ただし，与えられた一連の資料
の，加工の仕方自体（とくに，kについての）について，正確には，より一
層の吟味の必要を残しているからである。しかし，各年については共通の計
算手続を施しているので，相互に比較可能である。
　さて，我々がさきに，理屈の上で見出した関係，すなわち，
　　　　　　　　　　　　　　　q＞　ic＞1－q　（5）
を再びとりあげることにする。この関係が成立するとき，サービスをつくる
部門の所得が一番大きくなる，というものであるが，果してどうであろうか。
いまや実証的に，それを確めることができるはずである。昭45年，50年そして
55年の数値を比較してみてわかることは，昭50年だけがまともな序列になっ
ているということである。残りの2つは，qとんの関係が逆転している。し
かし，昭55年は昭45年ほどのアンバランスではないこともわかる。昭50年が
最も安定していた時期，すなわち，サービスをつくる部門の所得ができる
だけ大きくなるのに適していた時期，といえるかも知れない。昭55の数字が
売部門で，物をつくる部門が買部門となる中聞需要），380，530（＝物をつくる部門が
売部門で，サービスをつくる部門が買部門となる中間需要）である。よって，超過分
は，81，922（＝462，452－380，530）である。所得換算のための逆行列係数は，0．15
（過去からのトレンドを考慮）が妥当ではないかと考え，それを使用した。よって，
　　　　　　　　　　　81，922×O，15－i　＝＝　546，147
これをUの値と読む。次にypを出す。　Y，（生産額ベース〉は，計算より3，203，896で
あった。よって，Y。（所得ベース）は，3，121，974（＝3，203，’896－8！，992）である。
所得換算のためのウェイトは，26．9％（＝862，013〔物をつくる部門の要素費用純生
産〕÷3，203，896〔物をつくる部門の国内生産額〕）である。したがって，yp（所得ベー
ス）は，
　　　　　　　　　　　　　　　　26．9　　　　　　　　　　　3・121，974×了＝839，811
となる。以上より，
　　　　　　　　　　　　　　546，147　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝＝　O．650h ＝＝　　　　　　　　　　　　　　839．811　　　　　　　　　　　　　　　　’である。『昭和55年産業連関表（延長表）』通産省編，昭57年7月，pp．3－15および
pp．65－77を参照，計算した。
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妥当なものとすれば，昭50年に比べて，バランスをくずしているといえる。
しかも，昭45年に比べて，qは大きな値になっているにも拘らず，　hの方は
低い数値となって出ていることもわかる。また，昭45年と昭55年との比較に
おいては，q／hとh／1－qという2つの効果の総合効果（q／1－q）は，それ
ぞれ1，3と1．4であるから，Ykのypに対する倍数は似ている一方，部分効果
（q／んとk／1－q）でみれば，昭45年は後者が相対的に大きく（2．3），昭55年
は前者が相対的に大きく（0．9）作用した結果といえる。それらに引きかえ，
昭50年越，総合効果，部分効果ともに1．0であり，Ykとypとがほぼ均衡状態
の力関係に近い状態であったとみられる。
V　皿で提起した問題に関するより一層の展開
　『サービスはつねに不足状態にある』という仮説の妥当性を確めるために
は，なお一層の，つっこんだ検討が必要である。実証的に確かめるとなると，
大変な作業を要する。サービスの需要の大きさを測定しなければならず，大
がかりな需要予測作業に任せなければならない。さらに，サービスの供給の
大きさも測定しなければならない。現存するデータ（国民経済計算年報，事
業所統計，産業連関表，サービス業にかかわる各種実態調査など）を使っ
て，生産の大きさなり供給の大きさを把握することはかなりの精度でできる。
しかし，実際に買われた大きさではなく，ある種の調達の欲求の大きさを知
りたい場合に，その需要の大きさをつかまえることは至難である。事後的な
データでみれば，実際に供給された大きさは，実際に需要された大きさにつ
ねに等しいからである。産業連関構造を示す産業連関表がそのことを教えて
くれている。この際，伝統的な需給分析，ひいては超過需要分析をデータ
と結びつけて議論するごとはついぞできないあである。すでに指摘したよう
に，“もの”とちがい，サービスのメカニズムの解明のためには，別の説明原
理が必要である。とりわけ，質なり商品の革新に問題点があるサービスにお
いては，間違いなくそうなのである。
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　別の説明原理とはなんだろうか。かって筆者は，J．　Kornaiの経済システ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
ムの基礎にあるコンセプトについて吟味を加えたことがある。彼の研究の主
眼にあったのは，均衡分析にとって代りうる説明原理を探求し，提示するこ
とであった。いわば，彼の経済システムの基礎にあるコンセプトを，現実の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
経済現象の説明原理のために応用すること，だったといってよい。それが，
圧力・吸引（Pressure・Suction）という説明原理である。彼は，この原
理の説明が，「消費財・サービス」の市場に適用できるとしているのである
が，われわれがいう，“もの（財）”と“サービス”の区別をほとんど意識し
ていない。彼の分析は実質的には“もの”の世界に限られているといって過
言ではないのである。しかし，そこで提示されている考え方には，サービス
固有の説明原理のための材料が豊富に隠されているとみた。
　さて，Kornaiの議論にヒントをえて，われわれ自身の「サービス」の説明原
理が，われわれがさきに提起した『仮説』とどう関わっているかを．明らかにし
てみたい。まず，キーポイントになるコンセブ。トは，要求水準（Aspiration
Level）のそれである。このコンセプトは，さきの，かつての筆者の研究の
中でもKornaiとの関係で持ち出したことがあるものである。消費者として
の家計が「サービス」の調達計画を立てるという，ミクロの計画問題を考
えてみよう。まず，実際の調達を実行する以前の，・事前的な調達の要求水準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
（これを調達要求と呼ぶ）を定めるこどができるものとしよう。k個の家計
（5）拙稿『経済システムの基本的フレーム（2）』岡山大学経済学会雑誌，第9巻第1号，
　昭和52年5月。
（6）J．Kornai『反均衡と不足の経済学』盛田昭夫他訳，日本評論社，昭和58年の第H，
　IV章を参照されたい。
（7）家計の，サービスの調達要求は，次のようなアンケートで得られると考えられる。
　すなわち，『次期の所得，現在の貯蓄およびサービスの現在価格が知られているとき，
　望むサービスをすべて入手でき，かつサービス購入が生産者の供給によって制限され
　ないならば，あなたは，次期の支出計画をどのようにしますか。』である。後出の，
　生産者の生産・販売要求も，生産者向けの，同様な趣旨のアンケートをすることに
　よって得られる。
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と，それぞれが支出できる代替的なサービスがZ種類のリストをもつものと
しよう。家計について総計したものを，
　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ　　　　　　　　　　　　　　ん＝Σん、
　　　　　　　　　　　　　　　　t＝1
　　　　ただし，ベクトルん‘＝［んごゴ］，」＝1，……，Z
で表わす。事後的な，実行された調達の大きさ（これを，調達実行と呼ぶ）
の，同じく家計について総計したものを，pで表わそう。すると，
　　　　　　　　　　　　　　　　ん　　　　　　　　　　　　　　P＝ΣPi
　　　　　　　　　　　　　　　　i≡1
　　　　ただし，ベクトルPt＝［Pij］，　j＝1，……，♂
となる。二つのベクトルの問の差は，調達要求と調達実行との差を表わす。
すなわち，
　　　　　　　x・j一｛納　器：1：1：；：1：：
である。ここに，ベクトルXiはCt＝［x、ゴ］であり，これは第i家計の「サー
ビス」の調達要求の緊張度（degree　of　tension）を与える。これが家計
の需要計画の描写である。
　つぎに，「サービス」の生産者の側についても同様に定式化できる。K個の生
産者がおり，彼らはし種類のリストのサービスを代替的に販売できるものと
しよう。生産者の，同じような事前的な「生産・販売要求」を，
　　　　　　　　　　　　　　　　ん　　　　　　　　　　　　　　q＝Σqi
　　　　　　　　　　　　　　　　i＝＝1
　　　　ただし，ベクトルqi＝［q、J］，」　＝＝1，……，　し
と表わす。生産者の事後的な「生産・販売実行」をγで表わせば，
　　　　　　　　　　　　　　　　ガ　　　　　　　　　　　　　　r＝Σrl
　　　　　　　　　　　　　　　　’＝1
　　　　ただし，ベクトルTl　＝［r、J］，　J　＝＝1，……，五
，一@70　一
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となる。この二つのベクトルの差は，
　　　　　　　択一｛計一「’J鰍；1二ll：：
である。ここに，ベクトル凹は，Yi＝［YJJ］であり，これは，第1生産者の
「サービス」の生産・販売要求の緊張度を与える。これが，生産者の供給計
画の描写である。
　これらの，需要計画と供給計画にみられる特徴は，主体が（要求として）
決定したことと（実際に）実行したこととは相違するということであり，さ
らにこの差を緊張度という尺度として把え，これにパラメーターの役目をも
たせうるということである。
　「サービス」の取引のフィールドに圧力（Pressure）が働くというのは，
「サービス」の生産・販売要求の緊張度がかなり高く，これに比べて調達要
求の緊張度がとるに足らない場合である。一方，「吸引」（Suction）が働く
というのは，調達要求の緊張度がかなり高く，これに比べて生産・販売要求
の緊張度がとるに足らない場合である。前者は，簡単にいえばこうである。
生産者にとって，『生産したほどには売れない』のであり，家計にとっては，
『けっこう手に入る』のである。すなわち，生産が多すぎ，需要はそれに満
たない，つまり生産者は不満足のままおかれ，家計は満足するのである。後
者は，ちょうどその逆である。生産者にとっては，『けっこう売れる』のであ
り，家計にとって，『望んだほどには手に入らない』のである。すなわち，需
要が多すぎ，生産はそれに満たない，つまり，家計は不満足のままにおかれ，
生産者は満足するのである。「満足する」というのは，少なくともその時点で
は主体は計画が合理的である（合理性のdegreeが最大のものである保証は
ない）と考えているということである。
　さて，以上の定式は，われわれの『仮説』といかなる関係にあるのであろ
うか。さきの定式において，家計が購入したいと考える代替的サービスの個
数1と，生産者が提供できると考える代替的サービスの個数しとは同じもの
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ではないことにまず注意したい。すなわち，
　　　　　　　　　　　　　　　　kし
がつねに成立している。この意味は，筆者がさきに『需要者は，潜在的な多
様な商品リストだけを持ち合わせる』としたこと，及び，『質の評価のメカニ
ズムが現れない不確実のもとでは，供給は適切な大きさよりも少なくしかで
てこないであろう。供給の側のインセンティブにはそうしたマイナスの作用
が働く』としたこととのロジックの反映である。
　注意すべき第二の点は，だから「サービス」に固有の経済現象が，主とし
て吸引の場合ではないか，ということである。これには，「サービス」に特有
の質の問題がメインに関係してくる。吸引の場合には，需要が多様でありす
ぎ，かつ供給はそれに適合する大きさ以前でつねにとまってしまうのである。
市場均衡の論者であれば，この場合に生産者のインセンティブが作用して供
給は需要に見合うまで増大する（したがって，リストも増大する）というで
あろう。しかし，そうはならない。この歯止めの作用をするのが，質のメカ
ニズムである。「サービス」の恒常的不足は，質のメカニズムのなせる技であ
る。ここでは，不足の測定そのものは問題ではない。品質の問題について，
Kornaiもとりわけ関心をもって論じている。すなわち，「〔吸引経済では〕
新生産物の導入に付随する余分な努力・費用・危険を負担するに足るインセ
ンティブが不足しているのである。圧力の場合には，生産者は販路問題と
闘っており，全ての生産者を合わせた生産・販売要求は，常に販売機会全体
よりも大きい。このような環境下では，生産企業はどのような展望をもちう
るであろうか。……要求と実績との格差を縮めるための最良の方法は，品質
の改善であり，これまで製造されていない新生産物の導入およ・びこれに伴う
新しい欲求の創造・新しい市場の創出である。生産・販売要求の緊張は，品
質改善と生産の革命的革新の基本的に重要な原動力である。」と分析する。圧
力経済では品質改善のインセンティブが有効に働くが，吸引経済ではそう
したインセンティブは働きにくいことを指摘している。筆者の観察すると
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ころ，前者の経済タイプは，“もの”の経済になじみ易く，後者の経済（吸引
タイプ）は，“サービズ’の経済に特有のものではないかと思う。質のメカニ
ズムが作用しない環境にお』いては，正にそうなのである。
　吸引の経済では，需要者は，与えられた供給の中からの「サービス」の選
択を迫られる。しかし，需要者は，ある質を伴った商品をのみリストアップ
しており，“もの”の場合とちがい，Kornaiのいうような強制代替が強いら
れる，ということは少ないのではないか。むしろ，需要者の望む質を伴なっ
た「サービス」を探索する，“情報活動のための費用”を考慮に入れねばなら
ぬであろう。しかし，供給者は，そうした需要者の探索を察知し，それに見
合った商品の質をえり分け，生産を増大させるごとき適切なメカニズムをも
っことができない。需要者は，「サービス」の質を求めっづけ，供給者は，そ
れに適応するインセンティブをもつことなく，定常のままでありつづける。
かくして，本来的にいって『サービスはつねに不足状態にある』という仮説
をあえて支持するのである。ただ，“もの”との専門化融合（後述）が起こる
ときには，企業の選別的なサービスの供給が革新を生みだすことになること
は後に触れる。
M　牽引力としての情報化と地域
　　一地域のサービス経済化に何を求めるか一
　サービス経済化という用語はいまや日常語となっている。しかし，その意
味内容のとらえ方は多様であり，ある場合には混乱すらしている現状であ
る。多様であるといっても，ある程度は論者の研究目的における恣意性に依
るのでいたし方ないが，混乱があるとしたら，それは困る。どういつだ論者
がどんな風な意見をもつかとか，どういつだ調査報告書がどんな解釈をし
ているかを，逐一紹介してもあまり生産的とはいえない。却って混乱すら引
き起こしかねない。ここでは，もっと積極的に筆者のイメージを整理して，
サービス経済化の，確かだと考えられる意味を提示したいと思う。
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　サービス経済化について，何よりもまずイメージをもっことが大切である。
そうしたイメージをもつところから，サービス経済化の真摯な分析が不思議
と可能となってくるのである。図Vト1をみられたい。サービス経済化は4
つの要素から成る。サービス化，ソフト化，情報化そして高付加価値化がそ
れである。これらは，同じ内容をもった言葉では勿論ない。それらは，別々
に固有の意味をもっていると考えたい。サービス経済化を意味づける最も重
要なキー・ワードは，サービス化である。これが，サービス経済化を理解す
る，文字どおりの契機となる。
　サービス経済化の経済とは，“物（もの）”の経済と同様に，一定の労働力を
はじめ諸々の資源やエネルギーを有効に配分することに力点が置かれた言葉
である。しかも，この場合，“もの”と区別された“サービス”を生みだす資
源　　とくに，質をともなった労働力が基本となる一の有効な配分が問題
となっている。“サービス”を生みだす部門への資源配分のウェイトが高くなっ
ていく，又は資源配分の，サービスの部門のパイプが太くなっていくことで
ある。その証拠を実態から比えることは比較的容易である。とくに，実態
をめぐる問題提起の王～皿ですでに明らかになっている通りである。すなわ
ち，昭40年から昭50年にかけての時系列でみた，産業および職業構造の変化
にあらわれている。それを，4っの指標にまとめてみよう。
①第三次産業の就業者ウェイトの上昇変化
②第三次産業の産出額ウェイトの上昇変化
③第三次的職業従事者ウェイトの上昇変化
④家計の最終消費支出に占めるサービス支出ウェイトの上昇変化
がそれである。こうした指標はいくらでも取り出すことができる。好むなら
ば，第⑤として，第三次産業の資本ストックウェイトの上昇変化を確めるこ
とも出来るであろう。こうした指標は，重要ではあるが，サービス経済化の
一つの要素（サービス化）を特徴づけたにすぎないのである。
　さて，図VI－1には，サービス化の一例が示されているg教育サービスが
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例示としてとってある。この図では，“サービス”をつくる部門と“もの”を
つくる部門とが相互依存の関係にあるように描かれていることに注意を要す
る。教育サービスの生産そのものは，教師のlectureがあれば十分に成り立
つ。“ 烽ﾌ”は殆んど必要としないであろう。、たとえば，趨勢として教師志願
の若者が増えると，その就業者のウェイトを高めるであろう。教師としての，
より一層の専門化教育を受けさせる機会が増えるにつれて，専門的職業従
事者のウェイトを高めるであろう。こうしたことに伴って，教育サービス部
門での産出額が増えるであろう。就業者ウェイト，専門的職業従事者ウェ
イトそして産出額ウェイトの以上の増加は，少なくとも家計における教育
関連の最終消費に占めるサービスの支出ウェイトの増加に見合った大きさ
のものであろう。本来のサービス化は，具体的には，こうした一連の指標が
変化していくことによるものとして，確認することができる。しかし，こうし
た，一連のサービス指標の確認は，ここでいうサービス化の片面でしかない。
もう一つの片面は，“もの”の生産と重要に関わる。一例を教育サービスに
とろう。コンピューターという“物”（あるいは，ハード）の精度なり，軽量
度なり低価格度なり，そしてその用途の多様性なりが増してくると，消費者
　　　　　　　　　　　　　　　　なま（あるいは，ユーザー）のニーズは，生の教師のlectureから，“もの”と
しての機器を伴った随伴の形態へと移る傾向をもつと考えられるし，現にそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なまうなってきている。具体的には，本来的な，生の教師のlectureにみる教育
サービスとビデオ機器との結合が余儀なくされてくる。図のサービス化の縦
の系列では，サービス部門本来の領域に，専門化（Specialization又は
ProfessonaIization）の島が発生し，それが次第に広がりを増してくるこ
とである。そして，“もの”本来の領域に発生してくる間接部門の島と融合
していく。この専門化融合のプロセス（そうしたことに関わる一連のメカニ
ズム）に特に注目する。専門化問題については，後に別途に論ずることとし
たい。
　以上にみた‘三もの”との専門化融合の中には，ソフト化と呼べる要素がす
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でに入り込んでくる。いわゆる“知識集約化”の（技術）革新が起こってくる。
サービス化とソフト化の相違点は，後者が知識集約化の革新（Innovation）
を必らず伴っていることである。ユーザーのニーズを受けて，供給者は選別
的に当該サービスを供給する態勢をとるものと考えねばならない。そして，こ
うした企業の選別的供給態勢が，知識集約的な革新に働きかけ，むしろそ
の深化を促進させる。図のソフト化の縦の系列がそれである。以上のメカニ
ズムは，本来的に恒常的不足（suctionの状態）となるサービスが，“もの”
との専門化融合をひきおこすときに，供給者の選別的供給体制を介して，
pressureに似た状況が生み出されることを例証している。
　“情報化”はとりわけ，ソフト化と関係が深い。情報化がむしろソフト化
　　　　　　　　　　　　　　　　なまをとり込んでしまう。一例を出そう。生の教師のlectureによる教育サービ
スに，“もの”である機器が完全に代替してしまうことは恐らくないであろ
う。しかし，かなりの程度に代替が進むであろうことも間違いはない。こう
した代替は，ユーザーにとり，一種の強制的な代替と自発的な代替との恐ら
く混合を生むであろう。前者の代替は，情報化の時流に乗せられた非自発的
　　　　　　　なまな代替である。生の教師のlectureの教育サービスに対して，格別の選好
を顕示するユーザーにとっては，強制的な代替による犠牲は大きなものとなろ
う。一方，後者の代替は，自らの自由な選択からくるそれである。情報化の進
展は，むしろ，自発的な代替と相身互い的となる傾向を有する。一例として，
パッケージ系ニューメディアの初期のものは，教育用のビデオディスクとか
ビデオカセット（ソフト）である。そうした，ビデオソフトが，“もの”とし
ての機器や機械を備えた，最先端的ないし最新鋭のfactory　automation，
mechatronicsそして産業用robbotsを駆使して生産される。こうした
“ハード”の生産は，先のパッケージ系教育用ニューメディアのサービスを
多様化させていく。ユーザーの側の自発的代替の程度が深化していくに伴っ
て，その多様性も増していく。そうした多様化は，知識集約化の技術革新に
支援される高度情報化を通して着実に進展していく。具体的には，有線・無
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線の各種ニューメディア（INSに支えられたCATV，　VAN通信など多
種多様の高度情報化通信手段革命）を有効に使うことにより，教育サービス
のフィールドを絶大なものとする。通信衛星を使って，各家庭に送られる。
例えば，双方向CATV教育番組サービスが，いつでも好きなだけ，好きな
種類の教育サービスについて供給される。これが，高度情報化の確かな一覧
　　　　　　　　（8）
面となるのである。
　高付加価値化は，4番目の要素であるが，前三者に比べて格別の意味はな
いとみる。けだし，付加価値の高い商品を創造することは，資本主義的利潤
の原則であるからである。要は，創造的な付加価値の付け方にあるのである。
　　　　　　　　亀その意味からいえば，“情報化”は，高付加価値を創造する，無限のフィー
ルドを提供しているといわなければならない。
　サービス化を契機とする，これまでに説明を加えた一連の重要な経済的変
容の連鎖（ソフト化，情報化そして高付加価値化）を，この際，“サービス
経済化”と呼ぶ。なかでも，専門化と情報化は，サービス経済化を牽引して
いく役目を担う，最重要の要素であるとみたい。
　サービス経済誌の契機要因となるサービス化を牽引していくのは，専門化
と情報化であるが，サービス化を進行させ変化させていく固有の進行変化要
因とも呼ぶべきものは，この2っのみでは勿論ない。図「W－2に示したよう
に，そうした変化の要因は全部で五つあると考えられる。新しい要因として，
①都市化変容，②高齢化，③女子労働力化が追加されている。この①～③
の要因は，これまでの経済分析では多くの場合，与件（data）とされてき
たものである。図W－3は，強烈なイメージをもっために，あえて描いた比
喩図である。“サービス化”と名付けたトロッコを二人の人が，勾配のついた
（8）教育用については，CAIシステムがその代表例といえる。なお，一般的な考察は，
　『21世紀の電気通信』電気通信システムの将来研究会，昭58年とか『情報システムの
　高度化と流通機構の変化に関する調査』流通産業研究所，昭59年に詳しい。
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図VI－2 〈サービス化　の進行の固有の変化要因〉
五つの進行変化要因：
①　都市’化変容一人口動態，サービス業事業所数変化
②　高　齢　化一老年人口比率の変化
③　女子労働力化一労働形態の変化
④専門化一産業人の［亜釦
⑤　情　報　化一情報の産業化
政策要求
瀬戸大橋架橋効果
（地域プロジェクト）
?
在能力
〔交通革命（中枢化）人流・物流大変化〕→（雛糠
・信革・一一i隅隅隔
）x
　　　取引コスト
　　　の　節　約　）／
坂道の上で引き，押している。牽引している人が，要因④専門化と⑤情報
化であり，後押している人が，要因①都市化変容と③女子労働力化である。
そして，坂道の勾配をつけて牽引と後押に制動をかけているのが，②高齢化
というわけである。
①の都市化変容は，人口動態とサービス業事業所数変化にみることができ
る。都市類型によって分布も違ってくるであろう。ここでは，地域に関係し
た形で考えてみるに留める。③の女子労働力化は，若年層および近年の若年
層以外に顕著にみられる労働力参加率の増加とパートを中心とした労働形態
の変化を意味している。第三次産業（とくに，サービス業）において，特にそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）うした傾向が進展していることに大きな特徴がある。②の高齢化は，現代日
（9）　『経済白書』昭58年版，経済企画庁，昭58年，第1章第3節，三の（2），「労働需
　要の構造変化」を参照されたい。
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本の人口問題にとり最重要課題の一つでもある。昭55年で，老年人口比は約
10％であるが，昭90年には，20％を超すと予測されており，そのスピードも格
別に速いとされている。老人一人を何人の生産年齢人口で支えるかは，昭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
55年には7．5人であったものが，昭100年には2．9人に減ると見込まれている。
この老年人口比の変化は，地域にお・けるサービス経済化を考察する際には，
不可欠の要素であり，制動要因として作用すると考えられる。①から⑤ま
でのサービス化の進行変化要因を地域，とくに大型プロジェクト（瀬戸大橋
架橋）との関連で考えてみようとするのが次の課題である。
　図W－2の下半分に，地域プロジェクトとしての瀬戸大橋架橋による一連
の波及のフローチャートが書き込んである。これは，簡単なものではあるが，
交通革命と通信革命とを対比させており，潜在能力としての通信革命の，取
引コストの節約への寄与度が大きい，とみている（通信革命のルートの方を
太い線字で描いてある）。ここにいう，取引コストは，生産，販売にかかわる
費用や情報入手，処理，通信にかかわる費用を指している。特に，通信革命
からくる，情報サービスにかかわる費用のコストダウンがとりわけ取引コス
トの節約の大きい部分を占めるであろう。後に論ずる，地域の専門化特性の
degreeが一つのキー・ポイントとなる。こうした，架橋プロジェクトの効
果をサービス化の進行変化要因に対して，とくに専門化，情報化を通して，
どのように作用させうるかが，地域における政策要求となる。
　図W－4には，情報処理能力の発揮できるフィールドに関する，地域（岡
山）と大都市（東京）一岡山と東京という具体名には格別にもたせた意味
はない一との現在と将来のイメージを示しておいた。現在に至るこれまで
の革命は，主として鉄道・（高速）道路整備による交通革命が中心であった。
そこでは，大都市でもできるが，地域でも情報処理能力が発揮できるフィー
ルドの共通部分（斜影の部分）は非常に小さい。しかし，将来は，主として
（10）　『人口白書』昭59年版，厚生省を参照。
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図W－4
現　　在 将　　来
地域プロジェクト
（瀬戸大橋架橋効果）
岡　山
?
，L
? 東　京
?
政策要求
岡　山
?ィー??
東　京
主として鉄道・（高速）道路整備
による交通革命
主として高度情報化整備
による（電気）通信革命
〈情報処理能力の発揮できるフィールドに関する，地域（岡山）と大都市（東京）との現在と将来のイメージ〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
高度情報化整備による（電気〉通信革命にとって代る。確実にそうなる。そ
のときには，相対的にみて大都市自身の処理能力のフィールドは，さほど変
らない反面で（むしろ，低下する），地域自身の処理能力のフィールドは一
段と倍加する。そして，両者の共通部分としてのフィールドは一段と大きく
なる。この共通フィールドの拡大には，地域プロジェクトとしての瀬戸大橋
架橋効果がどのように寄与しうるかが地域の政策要求となる。言葉を変えて
いえば，地域と大都市との情報処理能力の格差を，地域でできるフィールド
（1！）これに関連して，J．　M．ニルズが『省エネルギー時代の選択』（産能大，昭52）の中
　で，電気通信と交通の相関性と代替性について詳しい分析を行なっており，同じ経済
　社会のインフラストラクチャーとして，前者が後者に代替しうる相関を有することを
　実証している。なお，『テレトピア戦略』地域情報通信研究会編，昭59年，第1章も
　参照されたい。
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を広くとり込むことによってこそ，いかに縮めていくかが，地域に課せられ
た高度情報化社会からの使命であり，それが即，地域の厳しい政策要求とな
るということで’ある。
　さて，以上にみてきたような，サービス経済化のイメージおよび現実認識
をふまえて，地域（＝岡山）の政策要求（中・長期戦略としての）を，デー
タより特定化することを試みてみよう。表VI－1を参照されたい。この表の
左半分は，全国の事業台数（第三次産業のみ）の増加率を，3年間隔の3期
間に（昭44～47，昭47～50，昭50～53）ついて業種別に計算し，順位の高い
方から並べたものである。表の右半分は，全国および岡山をメインとする中・
四国地域（県レベル）の主要4県について同様のデータを昭53～56の単一期間
について示したものである（但し．，業種は選ばれたもののみについて示して
　　（12）
いる）。全国について，4つの期間の業種の順位で注目すべきは，『情報サー
ビス・調査・広告業』と『専門サービス業』の順位の動きである。まず，『情
報サービス・調査・広告業』についてみると，最初の期間（昭44；一47）の10位
から，第二の期間（昭47～50）の5位に上昇し，そのあと第三の期間（昭50～
（12）サービス業は大きく三つに分類される。対事業所サービス，対個人サービスおよび
　公共サービスの三つである。『情報サービス・調査・広告業』や『専門サービス業』は，
　対事業所サービスに含まれる。『医療∈）老入福祉』や『教育①学術研究機関』は公式
　の分類名ではないが，対個人サービスに含ましめるべきものである。『金融・保険・不
　動産』や『運輸・通信業』は，部分的に両方に含まれる。なお，最もポピュラーな業
　種分類コードの一例を示せば次の通りである。
産業大分類　　L　サービス業
中分類　　85　情報サービス・調査・広告業
小分類　851　情報サービス業
細分類　8511　ソフトウェア業
8512情報処理サービス業
8513情幸購…供業
8519　その他の情報サービス月
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表V［一1全国事業所増加率上位15業種
1969～72年
@　　　　　，
??〕
1972～75年
?〕
1975～78年
〔??〕
順 増加率 順 増加1率 順 増加率
業　種　名 72 業・種　名 75 業　種　名 78
位 酉 位 万 位 万
1 物品賃貸業 40L91 補助的金融業・金Z付帯業 40．9 1
補助的金融業・金
Z付帯業 37．4
2 放送業 102．92 保険媒介代理業・ﾛ険サービス業 36．7
2 保険媒介代理業・
ﾛ険サービス業 33．2オ3 航空運輸業 46．73 各種商品小売業 36．0 3 了　サービス業 27．4
4 自動車整備・駐車
鼡ﾆ 31．6
4 自動車整備・駐車
鼡ﾆ
　ノｵ 4 政治・経済・文化
c体 23．7
5 道路旅客運送業 3L1 情報サービス・妻・ｸ・広告業 24．1 5 不動産業 20．．
6 農林水産金融業 ．9 6 日・’ﾆ 23．8 6 飲食店 0．1
7 娯楽業 26．87
　　／
ｹ’方客運送業 20．7 7
　　騒ｻの他の事業サ
rス業 17．8
8 飲食店 25．1 8 専門サー“ス業 20．4 8 保健・廃棄物L理業 17．4
9 倉庫業　　　　／ 23．49 航空運送業 17．7 9 社会保険社会福祉 16．8
　　　　　　／T煽23．310運輸に付帯するサーrス業 7．4 10運輸に寸帯するサーrス’?E企業・庶民・ 16．4
1ユ 専門サービス業 23．111社会保険・社会福祉 16． llf宅等特定目的金 16．1
’蝶
12不動産業 19．412保健・廃棄物処理業 15．4 情報サービス・調ｸ・広告業 ユ5．1
13その他の事業サーrス業 14．813不動産業 15．1
13航空運輸業 14．0
14社会保険・社会福祉 14．614証券業・商品取引業 12．9 14物品賃貸業 　　．P3．4
15旅館・その他の宿
聡 13．7
15飲食店 12．415自動車整備・駐車鼡ﾆ 13．3
?
3　次　産　業 8．2
?
3　次　産　業 6．7
?
3　次　産　業 9．2
（出所）総理府統計局「事業所統計調査報告」昭44～53。『成熟社会のサービス産業』鶴田編，有
　　　斐閣，昭58年，第2章。『サービス経済化時代の地域づくりに関する研究』discussion
　　　用，事業所統計・国勢調査，中国・四国九二資料より算出（昭53～56）。
（注）　（　）内は前期間についての増加率である。
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（o／o）
??
1978～81年
〔???）
（県） （県） （県） （県）
業　種　名
増加率
@81陶山 広　島 香　川 山　口
一78
情報サービス・ 29．0鱒 2G．7 25．4 18．7調査・広告業 （15．1） （4．7） （17．6）（31．0）（△11，0）
専門サービス業 27．1i27．4）
?（?．??
28．9
i28．4）
27．0
i22．2）
26．6
i18，1）
金融・保険・不 11．3 10．7 12．517．7 16．7
動産 （18．8） （18．7） （24．4）（9．5） （14．9）
一　　一　　帽　　r　　曽　　■　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　P　　，　　弓
^輸・通信業
曽　　・　　一　　一　　一　　一　　一　　一
P3．1
i7．8）
?（??）
　7．6
i6．9）
6．3
k△2．8）
　4．6
k△1．5）
医療㊥老人福祉 　9．8i8．4）
　7．9
i8．6）
　6．8
i7．4）
　9．9
i4．7）一
教育㊥学術研究 4．0 撒 3．3 4．0 一機関 （3．8） （O．2） （3．6＞（2，2＞
地域（岡山）の政策要求
　〈中・長期戦略〉
eL．＠
　　　ン＞
e．．＠
　　璽
?
蕪瞥
瀬戸大橋架橋効果
??
．②絡血p
鐘
　なお，ここで，専門サービス業と呼んでいるものは，公式には，次のようになって
いる。
中分類　87他に分類されない専門サービス業
小分類 871法律事務所・特許事務所
872　公証人役場・司法書士事務所
873公認会計士事務所・税理士事務所
874　土木建築サービス業
i　　　　　：
879他に分類されないその他の専門サービス業
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53）で12位に低落し，第四の期間（昭53～56）にお』いて，またトップクラス
に踊り出ており，最近年の成長が著しい業種である（第三期間の15．1％から
第四期間の29．0％へと増加率が著しい）。『専門サービス業』は，最初の期間
の11位から第二の期間で8位，第三の期間で3位と急勾配に上昇し，第四の
期間でもトップクラスに位置する勢いの業種である（第四の期間で増加率が
27．1％と大きい）。第四の期間についていえば，『金融・保険・不動産』が増
加率11．3％であるから，これら両者の増加率は格別大きいことがわかる。
　問題は，地域（岡山県）が全国に比し，また他の主要県に比し，同様のデー
タについてどうなのか，ということである。まず，全国と岡山の数字を見比
べてみると，どうだろうか。第四の期聞についてみる限り，選ばれたすべて
の業種について，全国の方が岡山を上廻っているということにまず気付かせ
られる。特に，『運輸・通信業』と『教育㊦学術研究機関』が目立って低い。
第三の期間をも考慮に入れると，『情報サービス・調査・広告業』と『専門
サービス業』にも遜色がみえてくる。『金融・保険・不動産』と『医療（D老
人福祉』には，全国と比してまず遜色はなさそうである。次に，中・四合目
他の主要県の数字と見比べてはどうであろうか。他の主要県（広島，香川そ
して山口）と見比べてみて，岡山の数字が最も低くでているのは，『専門サー
ビス業』，『運輸通信業』および『教育㊦学術研究機関』である。とくに，『専
門サービス業』については，第三の期間に比べて，その増加率が減少すらし
ている（他の主要県はどれも増加している）。
　以上の，データの観察から，地域（岡山）に課せられるべき中・長期戦略
としての政策要求として何がいえるであろうか。四つの政策要求に集約して
みることができると思われる。それを，筆者のいう『情報化』と『専門化』
にくくってみることができる。筆者の予期していた通りの結果であった。『情
報化』の中にくくれるものは，①情報処理能力，②物流通に伴う通信情報
化である。『専門化』でくくれるものは，③職業専門化，④専門化教育（人材
育成）である。表V［一1に示した右端の四本の矢印でそのことを特徴づけて
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いる。もし，瀬戸大橋架橋の効果を，サービスの経済（もちろん，その相互
作用として“もの”の経済も含まれる）に反作用させ，地域としての岡山の
弱点をクリアーすることを真剣に探求するとしたら，この四点に絞られる，
といいたいのである。もちろん，これらは短期戦略ではありえない。大橋架
橋効果が地域経済に浸透してくる1990年代，さらに21世紀を見越したもので
なければならない。その意味では，まさに中・長期戦略なのである。瀬戸大
橋架橋に関する固有の対応策（とくに，製造業および商業についての経済
分析とその対応策）については，筆者の調査研究もあるので，参照されたい
　（13）　．．．・・．が，ここでのポイントは，『サービス経済化との関連において瀬戸大橋を位
置づけようとする意識』を強調することにある。この意識をもっことは，地
域の政策要求に具体性をつけていく弾みとして格別重要なものと考えてい
る。情報化なり専門化なりの，地域にとっての具体的方策そのものを提示す
ること自体は，経済学者の仕事ではない。研究者は，地域が抱えるべき問題
点を摘出し，客観的にその指針の方向を提示しうればその役目を果たすこと
ができる筈ではないか。流通構造（卸小売業）が電気通信メディアの導入に
伴ってどんな変化を受けてくるか，は情報処理能力の体力をつけていくとい
う，地域につきつけられた今日的課題の一つである。さきに示した『情報化』
の中でくくられた①と②が，まさにこの問題である。しかし，この課題にメ
スを入れることは，別個に実態調査なりアンケート調査を踏まえた上でない
　　　　　　　　　（14）
と分析は至難である。これについては，用意を整えて，別の機会に発表する
ことを予定する。
　『専門化』の中でくくられた，③と④は，ここで議論しておかねばならな
（13）　『中・四国における先進的文化経済都市をめざして　　瀬戸大橋時代の対応一』
　岡山商工会議所，昭57年，筆者執筆の，第E部第1章「岡山県の製造業の現状分析」
　および第2章「岡山市の商業の現状分析」をみられたい。
（14）この関連を分析した調査報告書がいくつかでている。『情報システムの高度化と流
　通機構の変化に関する調査』（前出）がその代表の一つと思われる。
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ftw一　2　サービス業にみる職業（小分類）と産業（中分類）のクロス
A
総 〔1） 〔2） 〔3｝ 〔41
6 8 U 13 15 19
専門的・ 科　学 技術者 電　気 建　築 情　報 医　療 医　師 薬剤師 看護婦 法　務
技術的 研究者 技術者 技術者 処　理 保　健 従事者?
職　　業 技術者 技術者
従事者
a×bLサービス業
　　100
?盾
　　100
R6．4
100 100． ユ00 ユ00 100 100 100 100 100100
㈱ 20．2
個　　　人
サービス業 100 1．9
〔38｝ 5．4
娯　楽　業 100 11．3
〔39｝ 0．7 9．0
放　送　業 ユ00 33．3
〔4ω 6．4
修　理　業 100 0．6
〔4D 1L7 26．5 29．4 80．9
1．2 事　　　業
サービス業 100 10．1
＠2） 16．2 28．1 95．3 98．5 96．7 96．9
10．2医　　療，ﾛ　　健，
清　掃　業 Ioo 63．1
13．5
｛431
ｳ　　　育
　ユ8．5
P00
　　37．2
V3．1
3．8
〔44｝ 20．9 28．1 94．5 68．7 42．7 97．8 100
10．2その他の
サービス業 10σ 48．9
図 100 1．6 7．0 29．2 0．7
　　　　　　　　國
（出所）　『国勢調査』昭50年版（全国集計編）。
（注）亟］に・・磁字・は列・…，・・行・…で・…れそれ，最鍛
左端を100にしたウェイトである。
い。筆者自身が格別の関心をもっているテーマでもある。『専門化』とは，
何を意味するのかを実態に則して考えてみたい。国勢調査の昭50年版（全国
集計編）からそのことを吟味してみよう。『サービス業』について，職業（小
分類）と産業（中分類）のクロスの大要を集約してみたのが表V工一2である。
ただし，職業小分類では，『専門的・技術的職業従：事者』の細目についての
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（o／o）
B
〔5） ㈲ （71 ｛8） 〔91 G① qD
　22
ﾙ判官
沁@官
ﾙ1；整士
公　認
?奄縁¥士
教　員
　26
ｬ学校
ｳ　員
　29
蛛@学
ｳ　員
宗教家 文芸家
糟ﾈ者
ﾒ集者
美　術　家
fザイナー
ﾊ　工’‘師
膏　楽　家
荘芟|術家
E　　　業
Xポーツ家
その他の
齧蜩I・
Z　術　II勺
E業従事者
　42
ﾛ　母
　44
ﾂ　人
ｳ　師
管理的
E　業
]芝1堵
100 100 100 100 100 100ユ00 100 100 100 100 100　　100
R．5
28．5
41．9
38．0 17．3
100 100 100
100 100 100 44．9 48．0 49．8 89．8 98．399．6
LO 36．0 3．4 1．0 3．0 3．4 13．6
み主に示してある。『専門化』の実態をみるためには適切なものである。さき
に，サービス業の事業所数増加率のときにみた，『（他に分類されない）専門
サービス業』は実は，当該国調の産業中分類の一項目の『その他のサービス業』
に入る。そして，産業分類の小分類（これは細分類まである）と，職業分
類の小分類との対比をみただけでも，両者が概ね対応していることを知る。
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周目l－3　産業（小分類）と職業（小分類）の対応の一例
　職業（小分類〉
Y業（小分類）
A一｛4ト22
ﾙ　判　旧
ｧ　察　官
ﾙ　護　士
A一｛4）一23
ｻの他の
@務従事者
A一㈲一24
?F会計士
ﾅ　理　士
AH2）一8
囃z技術者
y木技術者
A一（8｝
黶o9）
@　35，37
黶o1ω
A一（llト44
ﾂ人教師
A一《9）一36
fザイナー
871
@律事務所・
ﾁ許事務所
○
872
?ﾘ人役場，
i法書士事務所
?
873
?F会計士事務所・
ﾅ理士事務所
?
874
y木建築サービス業 ○
875
?q家・芸術家業 ○
876
ﾂ人教授所
?
877
fザイ　ン　業 ○
その一例を示せば，たとえば，表Vト3のごとくとなる。産業細分類をとれ
ば，その対応はもっと正確なものとなろう。産業分類でも職業分類でも，両
者をともに細分していけばいく程，その対応は，正確度を増し，いずれは合
致する理屈となる。『専門化』の度合いは産業分類が小になるにつれ，，大きく
なる。
　さて，本論に戻すことにしよう。「サービス業」の中で，就業者を多くも
つ業種は，多い順に「その他のサービス業」（20．9％），「個人サービス業」
（20．2％），「教育」（18．5％），「医療・保健・清掃業」（16．2％），「事業サー
ビス業」（11．7％）である。「サービス業」の中で『専門的・技術的職業従事
者』は36．4％を占めている。「サービス業」の中で『専門的・技術的職業従
事者』のウェイトが多い業種は多い順に，「教育」（13．5％），「その他のサー
ビス業」（10．2％），「医療・保健・清掃業」（10．2％）である。『専門的・技
術的職業従事者』の中で，職業別にみて，そのウェイトの高い職業は，高い
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順に，「教員」（36．0％），「医療・保健技術者」（29．2％），「その他の専門的・
技術的職業従事者」（13．6％），「技術者」（7．0％）である。以上に示された
データから知るように，「個人サービス業」は，就業者数は多いが，『専門化』
があまり要求されない業種といえる。その反面，『専門化』の大宗を占める
のは，「教育」：「教員」，「医療・保健業」：「医療・保健技術者」，「その他の
サービス業」：「その他の専門的技術的職業従事者」および「事業サービス業」：
「技術者」といえる。前三者の対は，比較的常識的でわかるが，最後の者
は，説明が必要である。　「技術者」職業の中で，「事業サービス業」で働く
者が80％以上を占める職業は，「情報処理技術者」（80．9％）と「農林技術者」
（82．8％；表V［一2には掲げていない）の二つである。
　　　　　　　　　　　　　　　　（15）　ダニエル・ベルは，彼の著書の中で，「脱工業社会にとって主要な問題は，
専門的・技術的才幹をもち訓練された入間の数が適当なだけあるということ
である。」と言っている。そして，彼自身が関心をもつ主要な国勢調査のカテ
ゴリーは『専門職・技術職層』の統計であるとするのである。その意味でい
えば，科学者や技術者のポピュレーションと高等教育機関（とくに，大学学
部と大学院）や専門教育機関への進学率との相関を調べて予測してみること
は一理あるといえる。未来の高度情報化社会における“知識階層の次元”（ダ
ニエル・ベルの用語）の可能性を探ることが出来るからに他ならない。また，
社会学者の佐藤慶幸氏は，「ホワイトカラーの中核をなす事務従業老のなか
にはしだいに専門職やスタッフ職として職業的アイデンティティを求めよう
とする人びとが増えつつある。たとえば，経営計画，予算統制，市場調査，
人事労務管理，経済予測，労働問題教育訓練，人間関係などを担当するス
ペシャリストが，工程管理，生産管理，品質管理，OR，IEなどのスペシャ
リストとともに，育成されつつある。さらに，プロジェクト・マネジャー，
（15）ダニエル・ベル『脱工業社会の到来』〔上〕内田忠夫足堅，ダイヤモンド社，昭50
　年，pp．285－345を読まれたい。
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システム・アナリスト，カウンセラー・セールス・エンジニアなどの新しい
職種も形成されている。とりわけ情報処理技術の進展とその普及につれて，
鉄鋼，電機，化学などの第二次産業部門のみならず，商社，デパート，証券
会社，銀行，官庁などの第三次産業部門にも，コンピューター要員として理
工系出身者が採用されている。理工系出身のホワイトカラーが事務，営業，
販売などの分野に進出している。．かれらはたんなる事務従事者ではなく，専
　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
門的知識をもつ知的エリートである。」この記述は，「サービス業」固有の状
況についてではないけれども，第二次産業や他の第三次産業の業種とも合流
して，専門的知識をもつ知的エリートが，たんに高等教育卒業者だけでなく，
企業内部の中でも，専門化への着実な変化を顕わにしてきていることを端的
に示している。
　地域としての岡山は全国と比較してどうだろうか。「専門的・技術的職業従
事者』が「サービス業」および「製造業」の総数にそれぞれ占める比率を，
対比させつつ示してみたい。表V【一4がそれである。これによ．驍ﾆ，『専門的・
技術的職業従事者』のウェイトは，つねに岡山県は全国と比べて，「サービ
表門一4　サービス業と製造業における
　　　　　『専門的・技術的職業従業者』ウェイト　（％）　　（参　考）
岡　　山　　県 全　　　　国 広　島　県
サービス業 製　造　業 サービス業 製　造　業 ⑤ ⑳
昭45 37．0 2．2 34．0 2．9 34．5 2．7
昭50 38．2 2．0 36．4 2．5 一 一
昭55 41．0 2．0 38．3 2．7 39．5 2．5
（出所）　『国勢調査』昭45，50，55年版など。
（注）（参考）欄の，㊥はサービス業，⑳は製造業をさす。
（16＞佐藤慶幸『現代組織の論理と行動』1972年，御茶の水書房。その中のW・「情報技
　術の進展とホワイトカラー一一　j，p．181をみられたい。これは約12年前の記述であるが，
　今日にそのままあてはまる。
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ス業」では高く，「製造業」では低いことがわかる。時系列でみれば，全国の
趨勢と同様に平均2ポイントずつ高まっていることが知られる。なお・，参考
に示しておいた広島県の数字と比べてみると，岡山県の数値の方が大きい
（「サービス業」について）。岡山県は，昭45年でも昭55年でも，中・四国9
県の中で一番高かったのである。さきの表W－1でみたように，事業所数で
みると（昭53～56），全国と比べても，中・四国主要県と比べても，その増
加率が一番小さかった（昭55）にも拘らずである。これは一体何を意味して
いるか。データに現れた数字でみる限りの，一つのありうる解釈はこうであ
る。潜在能力予備軍としての，「専門的・技術的職業従事：者」は豊富に存在
するが，「専門サービス業」の事業所としてspin－offしないということであ
る。一個独立した事業所として，組織的運営を有効に使っていくための，
専門的知識の賦与や専門職スタッフの育成が今，最も求められているとい
　　　　　　　（1のえるのではないか。さきに政策要求の④でみた，『専門化教育（人材育成）』
というのは，こうした側面を強化できるように進められていくことが望まし
い。そうすることによって，ダニエル・ベル流にいえば，まさに地域におけ
る“知識階層の新次元”の可能性を探ることができることになるし，又そう
でなければならないからである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続）
（17）いわゆる，ベンチャー・ビジネスの生成・発展（情報・ソフト関連に限らない）が
　その重要例であると考えられる。
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